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事　務　執　行　概　要
計　画　課

管理グループ
１．連絡調整業務

室内業務を円滑に推進するため、室内各課及び関係課との連絡調整を密にし、所管業務の適正な執行に努めた。

２．人事管理、予算執行管理、一般庶務業務

（１）人事管理業務

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を遂行するとともに、職場の事務処理能率の向上に努めた。

（２）予算執行管理業務

予算の執行に当たっては、室内各課及び関係課と連絡調整のうえ、執行状況の把握及び適正な管理に努めた。

３．受託事業　　　　
　　下記の機関と業務委託協定を締結し、建物整備に伴う工事監理委託費等を受託事業収入として受け入れた。

　　

　　機関別受託事業収入   　　　　　　　　　　　　　

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	大阪府中央卸売市場
	4,481,120円
	4,416,820円
	8,916,770円


推進グループ
営繕業務の円滑な執行を図るため、営繕工事等に関する総括調整、要綱要領・技術基準及び技術資料等の整備を行うとともに、対外的業務を通じて、営繕行政の向上、推進に努めた。

１．入札契約制度に係る要綱要領等の整備

　　事業者の選定にあたり、公平性、透明性及び競争性を確保するため、関係部局と協議、調整のうえ、要綱要領等の改定等を行った。

　

　<工事関係>

　　・令和3年度大阪府住宅まちづくり部公共建築室建設工事総合評価落札方式実施ガイドライン

・大阪府住宅まちづくり部建設工事条件付一般競争入札実施細則（令和3年度）

　<委託関係>

・令和3年度住宅まちづくり部建築設備設計業務入札参加資格者の区分基準

・住宅まちづくり部測量・建設コンサルタント等条件付一般競争入札実施細則
２．技術基準等の整備

営繕工事の質の向上と適正かつ効果的な執行を図るため、室内各課及び関係各課と協議の上、各種技術基準等の調査検討を行った。

また、公共建築室内部での技術基準等の改善、統一を図るため、技術検討会等の事務局として、その推進、調整及び成果の取りまとめを行った。

参考：令和2年度 技術検討会 検討テーマ

1 週休2日促進工事等について（余裕期間制度の検討含む）

2 設計業務スケジュール管理表の作成等について

3 工事関係書類の統一化について

３．入札、契約の適正化

　　　　　　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の規定に基づき、発注予定工事（250万円超）及び発注予定委託（100万円超）を公表した。

・4月（4月1日以降の発注予定）、8月（8月1日以降の発注予定）、11月（11月1日以降の発注予定）、1月（1月1日以降の発注予定）の4回、プレス提供を含め、本府ホームページにおいて公表した。

・さらに、上記定期公表分に加えて、概ね月1回追加公表し、公表内容の補足を行った。

４．現場施工体制の適正化

　　公共工事の品質確保、更なる施工体制等の適正化及び法令遵守の徹底を図るため、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の規定に基づき、工事現場の施行体制及び下請けへの支払状況等の点検及び指導を実施した。

　　・現場点検延べ回数　　197件

５．品質マネジメントの強化・支援

　

（１）業務執行体制の強化

公共工事の品質確保を図るため、要領等について所要の改正を行うとともに、工事実施状況等の抜打検査を実施した。また、情報共有や課題検討を行うため室内横断的な会議を設置し運営するなど、業務執行体制の強化を図った。

　　＜要領等＞

　　 ・住宅まちづくり部公共建築室建設工事抜打ち検査要領

　　　　＜抜打ち検査の実施＞

　　　　 ・建設工事抜打ち検査実施件数　41件

　　　　 

６．内部研修等の実施

公共建築室職員の技術力向上に資するため、内部研修及び各種取組を企画し、実施した。
【研修実施状況】

・公共建築室内業務研修(新入・転入職員を対象に4月資料配布方式にて実施)

・技術力向上基礎研修会（主に若手を対象に6月～9月に7回実施）

・基礎知識等に関する全体研修(7月～3月に7回実施)

・現場研修会（7月～2月に12回実施）

　　　　  ・各課座学研修（各課で研修を開催。6月～12月に7回実施）

７．会議

（１）大阪府市町村営繕主務者会議

大阪府市町村営繕主務者会議の事務局として、府内市町村の営繕主務者と技術交流、　　

　　 　情報交換等を行い、府内の営繕行政の向上、推進を図るとともに市町村との連携強化に努めた。

（２）近畿ブロック営繕主務者会議

近畿ブロック営繕主務者会議の常任幹事として、近畿地方整備局とともに、府県レベルでの営繕行政に関する種々の問題を検討・討議し、国及び他府県との連携強化・研鑚に努めた。

計画グループ
１．府有施設整備（新築及び改築）の基本構想・計画及び基本計画
（１）府有施設の整備について適正かつ良好な企画・計画を推進するため、関係各課からの依頼に基づき、企画・構想段階から技術面の指導・助言を行うとともに、関連資料の収集・整理を行った。
（２）府有施設の整備の企画・計画及び各種施策の検討のための委員会等に参画し、技術的な側面から協力した。
（３）高槻警察署新築工事計画条件検討業務の事業者を選定するにあたり施設整備条件等の検討を行い、条件付一般競争入札（測量・建設コンサルタント等）〔実績申告型〕により選定した。
２．営繕工事標準予算単価表の作成及び営繕工事（新築･撤去）の概算業務
（１）営繕工事費概算単価（新築･改築編）について、国土交通省大臣官房官庁営繕部及び府の発注実績を参考にして、調査・分析を行うとともに、室内各課の協力のもとに府独自の建設物価の上昇率を算定し、「営繕工事標準予算単価表（新築･改築編）」を作成した。
（２）関係各課の工事費等概算依頼に基づき、大阪府立こんごう福祉センター福祉障がい児入所施設建替え工事をはじめ、計22件の工事費、設計費等の概算及び関連資料の収集・整理を行うとともに、技術的助言を行った。
３．環境にやさしい公共建築づくりの取り組み
　　府有建築物の省エネ・省CO２の推進にむけて、建築物省エネ法、大阪府温暖化の防止等に関する条例等を踏まえ、府有建築物の整備における環境配慮指針に基づき、省エネルギー機器の導入等、環境配慮の検討を行った。
４．住民参加の公共建築づくり推進事業
　　公共建築の日、公共建築月間のアピールと、公共建築物への府民の関心・理解を深め、公共建築物を身近に感じてもらう機会を作ることが目的。令和２年度のイベントは、コロナ渦での実施となり、従来開催していた講演会・現場見学会を見直し、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からWebによるイベントを実施した。
・実施１　　　：平城宮跡歴史公園第一次大極殿院　南門復原工事
　　　　　　　　　復原工事現場「3Dウォークスルー」映像
・実施２　　　：平城宮跡歴史公園第一次大極殿院　復原事業情報館
　　　　　　　　　復原事業「よみがえる第一次大極殿院」映像
「南門復原工事　初重組立」映像
・実施３　　　：第17回公共建築賞
近畿地区「公共建築賞・優秀賞」及び「地域特別賞」Web公開
　　　　　　　　　※「公共建築賞・優秀賞」４点　「地域特別賞」２点
・実施４　　　：第29回「あすなろ夢建築」大阪府公共建築設計コンクール入賞作品展示
Web公開
５．大阪府公共建築設計コンクール　　
　　大阪府が建築する小規模な公共建築の基本アイデアを、高校生・専修学校生（建築関連学科）等から公募することにより、永く府民に愛され親しまれる公共建築づくりを進めるとともに、将来の建築技術者となる青少年の育成に寄与することを目的として、「緑陰で憩う」（大阪府営服部緑地内に立地する休憩所)を課題として、標記コンクールを実施した。
	回　数（年度）
	応募作品数
	テーマ（施設名称）

	第28回（H30）
	273点
	「多様なライフスタイルが実現できる家」

（大阪府住宅供給公社香里三井B団地)

	第29回（R1）
	249点
	「にぎわいがうまれる空間」

（大阪府営蜻蛉池公園　大芝生広場に立地する休憩所）

	第30回（R2）
	242点
	「緑陰で憩う」
（大阪府営服部緑地内に立地する休憩所）


耐震・保全グループ
○耐震関係（府有建築物耐震性能向上事業）
現行の耐震設計基準が施行された昭和56年以前において、建設した府有建築物の耐震性能の向上を図るため、大阪府は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成7年法律第123号）第5条第1項の規定に基づく耐震改修促進計画である「大阪府住宅・建築物耐震10ヵ年戦略プラン」を平成18年12月に策定し、民間建築物及び公共建築物の耐震化の目標や施策等を明らかにするとともに、府有建築物について、耐震化への取組みの基本的な考え方を示した。

この基本的な考えを踏まえ、府有建築物耐震化実施方針において、より具体的な目標や耐震化事業の進め方などを示し平成18年度から平成27年度までの10年間の計画期間において府有建築物の耐震化を進めてきたところである。平成28年1月に新たな計画となる「住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪」（大阪府耐震計画）を策定し、府有建築物については、引き続き、府民の生命・財産を守るこれまでの耐震化の取組みを進めるとともに、経済活動等を守る観点からの庁舎等の耐震化にも積極的に取組んでいくことを位置づけたことから、平成28年8月に今後の府有建築物の耐震化対策の方向性を取りまとめた「新・府有建築物耐震化実施方針」を策定した。

また、令和３年３月に「住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪」の改定にあわせて、これまでの耐震化の事業実績を踏まえ、「新・府有建築物耐震化実施方針」の中間見直しを行った。

これに基づき、以下の業務を行った。

1． 耐震診断等業務

（１）災害時に重要な機能を果たす府有建築物に係る業務

　　実施済み

（２）その他の府有建築物に係る業務

以下の建築物について、関係機関等と協議調整を進め、早期事業化に向け取組みを行った。

・用途廃止することが予定されている建築物（未診断３棟）　　

・事業方針が定まっていない建築物　　　　（未診断１棟）

（３）新たな耐震化の取組にかかる業務

・業務継続上必要な建築物等の耐震化

大阪府三島府民センタービル耐震診断業務　　　　　　　　　　　 １件

２．工事費等概算依頼に係る業務

関係各課の工事費等概算依頼に基づき、新たな耐震化の取組みにかかる概算及び関連資料の収集･整理を行うとともに、技術的助言を行った｡

（１）業務継続上必要な建築物等の耐震化

大阪府岸和田保健所耐震診断業務　　　　　　　　　　　　　　　１件

（２）2次構造部材の耐震化

　　　　　大阪府立中央図書館特定天井改修工事実施設計業務　　　　　　　１件

　　　　　　　　　　　　　　　　

３．府有建築物耐震性能向上事業推進会議（平成8年8月30日設置）の運営等

耐震診断等の結果を踏まえた改修の進め方や、「新・府有建築物耐震化実施方針」の策定にかかる関係各課による協議、調整、合意形成の場としての「府有建築物耐震性能向上事業推進会議」を運営し、令和2年度は2回（令和2年6月、令和3年2月）開催した。

また、府有建築物の耐震化について計画的かつ効率的に取り組むために作成した「府有建築物耐震化事業計画」の修正を行った。

さらに、府有建築物耐震性能向上事業推進会議に府有施設の特定天井の耐震化を促進することを目的に特定天井対策部会を設置し、その事務局として令和2年6月及び令和3年2月に部会を開催した。
４．府有建築物の耐震化情報のマップ化

府有建築物の耐震化情報の公表について、府民によりわかりやすくお知らせすることを目的に、府ホームページで公開している耐震化サイトの保守業務を委託した。

○保全関係

１．府有施設の保全工事（建築物等の性能や機能を良好な状態に保つ工事）に関し、関係各課と調整を図りながら、次の業務を行った。

（１）工事費等の概算等

営繕工事標準予算単価表(改修工事編)を作成するとともに、関係各課の工事費等の概算依頼に基づき、改修工事の概算(124件)及び技術的助言(2件)を行った。

（２）施設の保全に関する相談や調査等

関係各課からの施設の保全に関する調査依頼に基づき現地調査等を行い、施設の維持管理上の指導・助言を行った。

２．定期点検業務の実施

　　保全対象施設の適正な保全に資するため、各施設所管課からの建築基準法に基づく定期点検業務の依頼に基づき、定期点検業務を実施した。　　

       平成30年度：大阪府教育センター外　　　　　　　　　　　26施設・38棟

令和 元年度：大阪府教育センター外　　　　　　　　　　　27施設・39棟

令和 ２年度：大阪府教育センター外　　　　　　　　　　　25施設・37棟

　　　※保全対象施設：府民センタービルや保健所など公共建築室が補修を担当する施設

３．保全業務委託（補修工事）の実施

保全対象施設における緊急補修工事について、支援業務（補修内容の確認、図面作成、工事立会、完成検査補助）の委託（1件）、関係各課との調整（補修内容、工事発注（随意契約）（124件））や技術指導などを行った。

【令和２年度：大阪府立青少年海洋センター冷温水管補修工事　他】

　　　　　　　　　　　

平成30年度　　　　　　198,962,409円　　　　141件

　　　　　　　　　　　令和 元年度　　 　　　 176,461,882円　　　　115件

令和 ２年度　　 　　　 180,411,024円　　　　125件

４．府有施設のアスベスト対策

府有建築物保全推進会議に府有施設のアスベストに関する技術的な課題を検討するアスベスト対策運用部会を設置しており、その事務局として令和2年6月及び令和3年2月に部会を開催した。
５．保全資料の整備等

（１）保全対象施設の適切な管理を目的として、保全対象施設一覧表について、建て替えに伴う登録変更や施設廃止に伴う登録削除等の更新を行った。

（２）保全対象施設について、施設の現状を把握するため、年間の光熱水費や修繕費等の実態調

査を行った。

６．府有建築物の長寿命化に向けた取組み

　　府有建築物の適正な保全、効率的な維持管理を進め、長寿命化等を図るマネジメントに向けた以下の取組みを行った。

（１）府有建築物保全推進会議
府有建築物の適正な保全管理を推進するため「府有建築物保全推進会議」（平成23年6月設置）において「府有建築物の保全の取組み」や「府有建築物補修事業の方針」等を議題として開催した。（第20回、第21回（令和2年6月、令和3年2月））

（２）保全台帳システム

保全対象施設（令和2年度197施設）に係るデータ（施設データ、棟別データ、工事台帳（令和2年3月末時点）、光熱水費、機器リスト等）を掲載した庁内Web「保全台帳システム」の運用を図り、庁内の情報の共有化を図った。

（３）保全メールマガジン

保全メールマガジンを2回（令和2年6月、12月）発行し、時宜による保全・修繕に要する情報提供や意識啓発を図った。

一般建築課

設計工事第一グループ
関係各課と調整を図りながら、営繕工事の設計業務、工事発注業務、工事監理業務並びに工事費の積算業務を次のとおり行った。

１．実施計画と調整

事業を円滑に執行するため、営繕工事工程計画表を作成し関係各課との連絡調整に努めた。

２．設計・積算
（１）各種設計基準の作成と材料・工法の検討を行った。

（２）設計業務に先立ち敷地・建物等諸条件を調査し、技術的検討及び技術的提言を行った。

（３）実施設計等の業務７件（案件数７件）を委託し、設計図書作成の指導、調整及び審査を

行った。

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	実施設計等（委託）
	８件
	８件
	７件


（４）労務・資材等の単価及び歩掛りを設定し、設計図書に基づき工事費を積算した。

３．地質調査及び測量調査

　　

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	地質調査
	０件
	１件
	２件

	測量調査
	０件
	０件
	０件


４．建築工事積算資料の作成

労務・主要資材単価を調査し、国土交通省建築工事積算基準に基づき建築工事積算資料（府単価）を作成した。

５．工事予算執行調整

関係各課との連絡を密にし、工事発注状況の把握と工事予算の執行調整を行った。

６．各種申請等

計画通知、工事完了届をはじめ各種申請業務を行ったほか、関係各課の要請により地元説明会等の業務を行った。 

７．工事発注

工事発注９件（案件数６件）に伴う設計図書の作成及び工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工事発注
	18件
	９件
	９件


８．工事監理

民間（設計）監理事務所へ９件の工事監理を委託し、９件の契約工事について指導し施工の適正を期したほか、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。 　

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工事監理（委託）
	19件
	14件
	９件


９．検査

工事完成に伴う5件の完成検査及び委託完了に伴う19件の完了検査、部分払に伴う17件の出来高検査に関する業務を行った。

10．工事周辺建物等調査委託事務

　　工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査等の委託を行った。

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工事周辺建物等事前調査
	０件
	０件
	３件

	工事周辺建物等事後調査
	０件
	０件
	０件

	損失額算定基礎調査
	０件
	０件
	０件


11．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、関係各課に連絡のうえ適正に行った。

12．会議

近畿ブロック営繕主務者会議積算分科会

国土交通省・近畿地方整備局・7府県4政令市が、営繕積算に関する種々の問題について

検討・討議し、交流・研鑚に努めた。

13．その他

営繕積算システム等開発利用協議会

営繕積算事業の実施に関して、積算システム及び営繕情報の活用システムの共同開発と共

同利用に関する調査研究のため、国土交通省・地方整備局等・都道府県・政令市とともに営繕積算システム等開発利用協議会に参画した。

設計工事第二グループ

関係各課と調整を図りながら、営繕工事の設計業務、工事発注業務及び工事監理業務を次のとおり行った。

１．実施計画と調整

事業を円滑に執行するため、営繕工事工程計画表を作成し関係各課との連絡調整に努めた。

２．設計
（１）各種設計基準の作成と材料・工法の検討を行った。

（２）設計業務に先立ち敷地・建物等諸条件を調査し、技術的検討及び技術的提言を行った。

（３）実施設計等の業務11件（案件数10件）を委託し、設計図書作成の指導、調整及び審査を行った。

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	実施設計等（委託）
	８件
	７件
	11件


３．地質調査及び測量調査

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	地質調査
	１件
	１件
	０件

	測量調査
	１件
	０件
	０件


４．工事予算執行調整

関係各課との連絡を密にし、工事発注状況の把握と工事予算の執行調整を行った。

５．各種申請等

計画通知、工事完了届をはじめ各種申請業務を行った。
６．工事発注

工事発注10件（案件数9件）に伴う設計図書の作成及び工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

　　　

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	工事発注
	７件
	12件
	10件


７．工事監理

民間（設計）監理事務所へ13件の工事監理を委託し、13件の契約工事について指導し施工の適正を期したほか、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

	年度　

　項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工事監理（委託）
	10件
	16件
	13件


８．検査

工事完成に伴う5件の完成検査及び委託完了に伴う28件の完了検査、部分払に伴う19件の出来高検査に関する業務を行った。

９．工事周辺建物等調査委託事務

工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査を委託して行った。　　　　　

　　

	年度　

項目
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工事周辺建物等事前調査
	４件
	０件
	２件

	工事周辺建物等事後調査
	０件
	０件
	０件

	損失額算定基礎調査
	０件
	０件
	０件


10．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、関係各課と連絡のうえ適正に行った。

住宅建築課
設計工事第一グループ
関係各課と調整を図りながら府営住宅建設工事の設計業務、工事発注業務及び工事監理業務を

次のとおり行った。

１．設計

（１）府営住宅の建て替え工事の実施設計及び撤去工事図面作成を委託し、指導、調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	実施設計（内部設計）※1
	  0件
	  0件
	  0件

	実施設計（委託）※2
	  0件
	  6件
	  2件

	実施設計（委託）
	  6件
	  7件
	  5件

	撤去図面作成（委託）
	  1件
	  8件
	  1件


※1　植栽等の実施設計

※2　外構等の実施設計

　

　（２）府営住宅の中層エレベーター棟増築工事の実施設計を委託し、指導・調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	中層エレベーター棟増築工事
実施設計（委　託）
	－
	－
	－


(３)各種工法等の検討を行い、設計基準や工事発注仕様書等の見直しを行った。

２．地質調査

建物基礎の検討資料を得るため、地質調査を委託した。

地質調査の実施に際して、地元自治会に対して事前説明を行った。

	　　委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	地質調査
	 1件
	2件
	0件


３．工事周辺建物等調査委託事務

工事周辺建物等の事前調査を委託して行った。

事前調査の実施に際して、対象家屋の所有者に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	周辺建物事前調査
	  1件
	  7件
	  4件


４．委託料の積算

調査・設計業務の発注のため、委託料の積算を行った。
５．各種申請等

計画通知など関係法令に基づく諸官庁への申請及び申請に伴う協議調整を行った。

６．工事発注

府営住宅建て替え工事及び耐震改修工事に伴う設計図書の作成及び配布等の工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	工事内訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	府営建て替え工事
	12件
	30件
	30件

	中 層  ＥＶ  設 置 工 事
	0件
	0件
	0件

	耐　震　改　修　工　事
	0件
	0件
	0件

	計
	12件
	30件
	30件


７．工事監理

工事の適正施工のため、建築事務所へ委託して工事監理を行った。

これに先立ち、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

　　　

	工事監理業務内訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	建て替え工事
	本体工事　（委託）
	6件
	12件
	7件

	
	くい工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	撤去工事　（委託）
	2件
	4件
	9件

	
	その他　（委託）
	1件
	2件
	4件

	耐震改修工事 （委託）
	0件
	0件
	0件

	中層ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ棟増築工事（委託）
	0件
	0件
	0件

	計
	9件
	18件
	20件


８．各種申請等
工事完了届をはじめ各種申請関係業務を行ったほか、所管課の要請により、地元への説明会等の業務を行った。
９．検査
工事完成に伴う21件の完成検査(指定部分含む)、業務完了に伴う29件の完了検査（指定部分含む）、10件の中間検査及び出来高払を必要とする36件の出来高検査に関する業務を行った。
10．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、関係各課と調整のうえ適正に行った。
11．工事事業損失補償事務
工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査を委託して行い、発生した損失に対する対外補償折衝を重ね円滑に業務を推進する。

	調　査　内　訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	中間調査
	0件
	0件
	0件

	事後調査
	2件
	0件
	1件

	損失額算定基礎調査
	2件
	0件
	1件


12．予算執行調整

関係各課との連絡を密に図り、予算の執行及び発注スケジュール等の調整を行った。

13．連絡調整

課の連絡調整窓口として関係課及び課内の連絡調整業務を行い、円滑な業務の推進に努めた。

設計工事第二グループ
　　関係各課と調整を図りながら府営住宅建設工事の設計業務、工事発注業務及び工事監理業務並びに工事費の積算業務を次のとおり行った。

1． 設計

（１）府営住宅の建て替え工事の実施設計及び撤去工事図面作成を委託し、指導、調整及
び審査を行った。
	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	実施設計（内部設計）※1
	0件
	0件
	0件

	実施設計（委託）※2
	3件
	5件
	3件

	実施設計（委託）
	2件
	3件
	3件

	撤去図面作成（委託）
	2件
	5件
	2件


※1　植栽等の実施設計

※2　外構等の実施設計

（２）府営住宅の耐震改修工事及び中層エレベーター棟増築工事の実施設計を委託し、指導・調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	耐震改修実施設計（委　　託）
	3件
	2件
	1件

	中層エレベーター棟増築工事
実施設計（委　託）
	－
	－
	－


（３）各種工法等の検討を行い、設計基準や工事発注仕様書等の見直しを行った。

２．地質調査

建物基礎の検討資料を得るため、地質調査を委託した。

地質調査の実施に際して、地元自治会に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	地質調査
	3件
	0件
	0件


３．工事周辺建物等調査委託業務

工事周辺建物等の事前調査を委託して行った。

事前調査の実施に際して、対象家屋の所有者に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	周辺建物事前調査
	0件
	2件
	1件


４．委託料の積算

調査・設計業務の発注のため、委託料の積算を行った。
５．各種申請等

計画通知など関係法令に基づく諸官庁への申請及び申請に伴う協議調整を行った。

６．工事発注

府営住宅建て替え及び集約事業並びに耐震改修工事に伴う設計図書の作成及び配布等の工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	工事内訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	府営建て替え工事
	5件
	4件
	20件

	集約事業工事
	0件
	0件
	2件

	中層EV設置工事
	0件
	0件
	0件

	耐震改修工事
	1件
	1件
	3件

	計
	6件
	5件
	25件


７．工事監理

工事の適正施工のため、建築事務所へ委託して工事監理を行った。

これに先立ち、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。
	工事監理業務内訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	建て替え工事
	本体工事　（委託）
	8件
	4件
	5件

	
	くい工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	撤去工事　（委託）
	1件
	6件
	4件

	
	その他　（委託）
	0件
	8件
	5件

	集約事業工事（委託）
	0件
	0件
	1件

	耐震改修工事（委託）
	4件
	3件
	4件

	中層ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ棟増築工事（委託）
	0件
	0件
	0件

	計
	13件
	21件
	19件


８．各種申請等

工事完了届をはじめ各種申請関係業務を行ったほか、所管課の要請により、地元への説明会等の業務を行った。

９．検査

工事完成に伴う19件の完成検査(指定部分含む)、業務完了に伴う29件の完了検査（指定部分含む）、7件の中間検査及び出来高払を必要とする34件の出来高検査に関する業務を行った。

10．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、関係各課と調整のうえ適正に行った。

11．工事事業損失補償事務

工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査を委託して行い、発生した損失に対する対外補償折衝を重ね円滑に業務を推進する。

　　　

	調　査　内　訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	中間調査
	0件
	0件
	0件

	事後調査
	0件
	0件
	0件

	損失額算定基礎調査
	0件
	0件
	0件


12．予算執行調整

関係各課との連絡を密に図り、予算の執行及び発注スケジュール等の調整を行った。

13．建築工事積算資料の作成

労務・主要資材単価を調査し、仕様書に基づき建設工事積算資料を作成した。

14．工事費の積算
　　住宅建築課発注の府営建て替え工事、集約事業工事、中層EV設置工事、耐震改修工事等の発注案件について積算資料及び各設計図書に基づき工事費の積算業務を行った。

15．大阪府情報公開条例に基づき請求のあった行政文書の公開等を行った。
	
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	情報公開
	 149件
	138件
	40件


設計工事第三グループ
関係各課と調整を図りながら府営住宅建設工事の設計業務、工事発注業務及び工事監理業務を次のとおり行った。

１．設計

（１）府営住宅の建て替え工事の実施設計及び撤去工事図面作成を委託し、指導、調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	　　実施設計（内部設計）※1
	0件
	0件
	0件

	実施設計（委　　託）※2
	0件
	0件
	1件

	実施設計（委託）
	0件
	0件
	0件

	撤去図面作成（委託）
	0件
	0件
	0件


※1　植栽等の実施設計

※2　外構等の実施設計

（２）府営住宅の耐震改修工事及び中層エレベーター棟増築工事の実施設計を委託し、指導・調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	耐震改修実施設計（委　　託）
	0件
	0件
	0件

	中層エレベーター棟増築工事
実施設計（委　託）
	13件
	28件
	22件


（３）各種工法等の検討を行い、設計基準や工事発注仕様書等の見直しを行った。

２．地質調査

建物基礎の検討資料を得るため、地質調査を委託した。

地質調査の実施に際して、地元自治会に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	地質調査
	0件
	23件
	4件


３．工事周辺建物等調査委託事務

工事周辺建物等の事前調査を委託して行った。

事前調査の実施に際して、対象家屋の所有者に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	周辺建物事前調査
	0件
	0件
	0件


４．委託料の積算

調査・設計業務の発注のため、委託料の積算を行った。
５．各種申請等

計画通知など関係法令に基づく諸官庁への申請及び申請に伴う協議調整を行った。

６．工事発注

府営住宅のエレベーター棟増築工事に伴う設計図書の作成及び配布等の工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	工事内訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	府営建て替え工事
	0件
	0件
	0件

	中 層  ＥＶ  設 置 工 事
	9件
	11件
	19件

	耐　震　改　修　工　事
	0件
	0件
	0件

	計
	9件
	11件
	19件


７．工事監理

工事の適正施工のため、建築事務所へ委託して工事監理を行った。

これに先立ち、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

　　　

	工事監理業務内訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	建て替え工事
	本体工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	くい工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	撤去工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	その他　（委託）
	0件
	0件
	0件

	耐震改修工事（委託）
	0件
	0件
	0件

	中層ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ棟増築工事（委託）
	15件
	16件
	18件

	計
	15件
	16件
	18件


８．各種申請等

工事完了届をはじめ各種申請関係業務を行ったほか、所管課の要請により、地元への説明会等の業務を行った。

９．検査

工事完成に伴う12件の完成検査（指定部分含む）、業務完了に伴う44件の完了検査（指定部分含む）、25件の中間検査及び出来高払を必要とする21件の出来高検査に関する業務を行った。

10．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、関係各課と調整のうえ適正に行った。

11．工事事業損失補償事務

工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査を委託して行い、発生した損失に対する対外補償折衝を重ね業務の円滑な推進に努めた。

	調　査　内　訳
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	中間調査
	0件
	0件
	0件

	事後調査
	2件
	0件
	0件

	損失額算定基礎調査
	2件
	0件
	0件


12．予算執行調整

関係各課との連絡を密に図り、予算の執行及び発注スケジュール等の調整を行った。

設備課
設備計画グループ

１．環境技術

民間資金活用型ＥＳＣＯ（Energy Service Company）事業等を推進した。

（１）大阪府ＥＳＣＯ事業
平成12年度から延べ110施設（契約予定施設含む）でＥＳＣＯ事業を導入し、良好な省エネルギー成果を上げている。（光熱水費削減額：累計98億円（7.5億円／年）、平均省エネ率33.9％、CO2排出削減量：累計22.6万トン（令和元年度末実績））

令和２年度は、前年度に公募した咲洲庁舎と府営公園８園の契約締結と省エネ改修を実施した。また、本庁舎別館、教育センターの２施設で新たにＥＳＣＯ事業者の選定を行い、それぞれ省エネ率12%、41%の提案を採択することができた。既契約案件については、光熱水費削減効果の検証やＥＳＣＯ事業者、施設管理者間の調整・相談業務を行った。

（２）大阪府ＥＳＣＯ提案審査会

　　　①大阪府ＥＳＣＯ提案審査会は、大阪府附属機関条例（昭和二十七年大阪府条例第三九号）第二条の規定に基づき設置されているもので、ＥＳＣＯ事業の企画に関する提案についての審査に関する事務を行う。

　　　②令和２年度は本審査会の適切な運営に努め、提案審査会を１回、ＥＳＣＯ事業者選定部会を２回開催した。

（３）大阪府ＥＳＣＯ事業の普及啓発

　　　①府内市町村へのＥＳＣＯ事業普及促進のため、大阪府市町村ＥＳＣＯ会議を開催し、啓発を行った。

　　　②府内市町村や民間建築物へのＥＳＣＯ事業普及促進のため、各種説明会にて、ＥＳＣＯ事業について説明を行った。

（４）府有建築物の屋根貸しによる太陽光パネル設置促進事業

令和２年度は、これまでに事業化した12施設について、売電量の確認や屋根貸し事業者、施設管理者間の調整・相談業務を行った。

（５）環境にやさしい公共建築づくりの推進
環境共生建築技術に係る検討

環境共生建築技術に関する情報収集及び検討を行った。

（６）会議

近畿ブロック営繕主務者会議設備分科会

近畿地方整備局と、７府県４政令指定都市が営繕業務に関する種々の問題について検討・討議し、交流・研鑽に努めた。

　

２．設備積算

設備積算業務を適正かつ効率的に執行するため、「設備工事積算資料」等を作成し、工事費の積算、営繕積算システムの整備等を次のとおり行った。

　

（１）「設備工事積算資料」の作成

機器資材、労務費等の単価を調査し､「積算基準」等に基づき、「電気設備工事積算資料」、「機械設備工事積算資料」を作成した。

（２）工事費の積算

設備工事積算資料、設計図書(数量)、「積算基準」等により、190件の設備工事の工事費を積算した。

　

（３）営繕積算システム(電算処理)等

①積算業務の合理化・効率化に伴い、営繕積算システム(ＲＩＢＣ)等端末機の賃貸借契約を行った。

②営繕積算システムの整備を委託した。

　

（４）営繕積算システム等開発利用協議会

営繕積算事業の実施に関して、積算システム及び営繕情報の活用システムの共同開発と共同利用に関する調査研究のため、国土交通省・地方整備局・都道府県・政令指定都市等とともに営繕積算システム等開発利用協議会に参画した。

　

（５）会議
近畿ブロック営繕主務者会議積算分科会

国土交通省本省、近畿地方整備局、７府県４政令指定都市が営繕積算に関する種々の問題について検討・討議し、交流・研鑚に努めた。

　

（６）大阪府情報公開条例に基づき、請求のあった行政文書の公開等を行った。

　

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	情報公開（積算内訳書）
	65件
	87件
	27件


３．設備指導

　　人員の集約化を目途に、日本万国博覧会記念公園事務所（万博記念公園）、福祉部障がい福祉室地域生活支援課（こんごう福祉センター）の２施設において、設備課職員の兼務を実施し、各兼務先において設計、工事発注、及び工事監理業務等を行い、維持管理業務の円滑化を行った。

住宅設備グループ

関係各課と調整を図りながら、電気設備工事（電気、昇降機）及び機械設備工事（衛生、浴槽、ガス）の設計・工事発注及び工事監理業務等を行った。

１．設計

（1） 各種設計基準の作成と材料、工法の検討を行った。

（2） 関係官公署、エネルギー供給事業所、関係各課及び室内各課と協議調整の上、内部設計を行った。

（3） 設計委託要項書の作成及び設計業務委託料の算定を行い設計事務所に委託したほか、設計図書作成の指導・調整及び審査を行った。

（4） 建築込み委託（中層エレベーター棟増築工事、耐震改修工事、外構整備他工事）に伴う設計図書作成の指導・調整及び審査を行った。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	実施設計（内部設計）※
	  18件
	　３件
	６件

	実施設計（委託）
	  ５件
	  10件
	８件

	実施設計（建築込み委託）

    中層エレベーター棟増築工事
	  13件
	  29件
	22件

	実施設計（建築込み委託）

耐震改修・外構整備他工事
	  ５件
	  　10件
	７件


　　　　※　昇降機及び浴槽設備等の実施設計

２．工事予算執行調整

関係各課と連携し、工事発注状況の把握と工事予算の執行調整を行った。

３．各種申請等

計画通知書及び関係官公署に申請等の業務を行ったほか、関係各課の要請により、地元への説明会等の業務を行った。

４．工事発注

（１）関係各課と調整を行い、工事発注に伴う設計図書の作成及び工事発注業務を行った。
（２）建築込み工事（中層エレベーター棟増築工事、耐震改修工事）に伴う設計図書の作成及び　　　工事発注業務を行った。

（３）工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工　事　発　注
	22件
	20件
	23件

	   工　事　発　注（建築込み）

   中層エレベーター棟増築工事
	 ９件
	 13件
	19件

	   工　事　発　注（建築込み）

    耐震改修工事・外構整備他工事
	 ３件
	 ５件
	10件


５．工事監理

（１）監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行い設計事務所へ委託したほか、工事監理者に対して指導を行い、施工の適正を期した。
（２）建築込み委託（中層エレベーター棟増築工事、耐震改修工事）に伴う工事監理者に対する指導を行い、施工の適正を期した。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工事監理（委託）
	26件
	 13件
	　11件

	工事監理（建築込み委託）

中層エレベーター棟増築工事
	 17件
	 16件
	　18件

	工事監理（建築込み委託）

耐震改修工事・外構整備他工事
	２件
	８件
	　11件


６．検査

　　工事完了に伴う54件の中間、出来高検査及び完了検査に関する業務を行った。
７．工事完了に伴う引渡し

工事完了に伴い関係各課に対し、書類引継ぎ及び現地での取扱い説明等の引渡し業務を行った。
一般設備グループ

　関係各課と調整を図りながら、電気設備工事（電気、昇降機）及び機械設備工事（給排水衛生、空気調和、ガス）の設計・工事発注及び監理業務等を行った。

１．設計

（1） 各種建築設備の技術的内容の精査や工法の検討を行った。

（2） 設計委託要項書の作成及び設計業務委託料を算定し、設計委託したほか、設計図書作成の指導・調整及び審査を行った。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	実施設計等（委託）　
	16件
	13件
	19件


２．工事予算執行調整

　　関係各課と連携し、工事発注状況の把握と工事予算の執行調整を行った。

３．各種申請等

　　計画通知書及び関係官公署に申請等の業務を行ったほか、関係各課の要請により、施設への説明会等の業務を行った。

４．工事発注

　　関係各課と調整を行い、工事発注に伴う設計図書の作成及び工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工　事　発　注
	40件
	25件
	20件


　上記工事発注の外、建築工事に含む工事（耐震改修工事等）14件に伴う設計及び工事発注業務を行った。

５．省エネ提案型総合評価入札の推進

府有建築物の省エネ性能の向上を図る取り組みとして、先進的な省エネ技術の活用と、ライフサイクルコストの縮減を提案する「省エネ提案型総合評価入札」を実施している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※上記工事発注に含まれる。
	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	省エネ提案型総合評価入札
	４件
	２件
	０件


＜省エネ提案型総合評価入札制度の概要＞

　　・標準設計の仕様をベースとし、より高性能な省エネ機器の導入とライフサイクルコストの縮減提案を求め、これによる技術点と入札価格との総合評価により落札者を決定

・ライフサイクルコストの縮減額をイニシャルコストと等価評価し、価格の競争性・経済性を確保

・技術評価のインセンティブにより、民間技術力の向上、新技術の開発を促進

６．工事監理

　　民間事務所へ工事監理を委託し、工事監理者に対して指導を行い、施工の適正を期したほか、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	工事監理（委託）
	26件
	23件
	22件


７．設計意図伝達

　　施工段階で必要な設計上の考え方等を工事監理者及び請負者等に正確に伝えるための業務を委託して行っている。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	意図伝達業務（委　　託）
	５件
	３件
	０件


８．検　査

　　工事完了に伴う32件の中間、出来高検査及び完了検査に関する業務を行った。
９．工事完了に伴う引渡し

　　工事完了に伴い関係各課に対し、書類引継ぎ及び現地での取扱い説明会等の業務を行った。

〔このページは白紙です〕
